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線開電圧を代用した地絡保護継電方式
斉藤清吉・鈴木福太郎
A Ground Protective Relay Method U sing Line Voltage. 
Seikichi SAITO， Fukutaro Suzmn 
(Received Oct. 15， 1970) 
This artic1e explains that recent ground protective relay method， using zero-
phase-sequence current transformer， has a possibi1ity that it makes mu1functions， 
because underground lines are adopted as high tention voltage distribution lines. 
Adding it， this artic1e devises new method， using ordinary line voltage in stead of 
zero-phase-sequence voltage supplied from ground transformer， to give character-
istic of directional selector as the countermeasure. 
We can expect that this new method has mightier performance characteristics 
than the ordinary directional selector of protective ground relay system. 
1 序
本報は従来かなり広く布設されている零相電流のみ
による地絡検出方式が誤動作する真因を訊し，対地静
電容量の充電電流にもとづくものなることを明らかに
すると共に，その回避対策として線開電圧を組み入れ
る新たな方式を提案しているものである。その結果は
また零相電圧を組み入れた本格的な方向選択性地絡保
護継電方式にも優る特徴を有するものに到達し得るも
のなることを指摘している口
2 問題点と，その解析
最近，受電点に零相変流器 (ZCT)のみを用い零
相電流だけで地絡検出を行なっている受電設備が，気
象条件の悪い季節等に頻繁に動作し，再三の停電に悩
まされるという事例が少なからず見受けられるo当学
の受電もその一つであるo しかも，停電毎に実施する
メガー絶縁試験では，別に絶縁MQ数の不足を来して
いるわけでもないことが多く故障個所が把握できかね
ている状態である。
これ等の現地苦情の中で注目されるのは，執れの場
合も，最近地中ケーブルを採用しつつあることであ
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るO その結果，架空配電線の場合に比し線開静電容量
のみならず対地静電容量が増大していることに留意し
なければならなし、。
しかし，対地静電容量の増大といっても各線対称に
増大していることではあり，またケーブノレの絶縁に難
があるのでもないようであるから，真因はもっと掘り
下げた追及を必要としているo
もともとZCTのみによる地絡事故の検出というの
は，図1に例示するような樹枝状に配電される線路に
おいて対地静電容量が無視できるような架空線の場合
???
図1 樹枝状配電線路
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図2 地絡事故における等価回路図
に，電源側で接地変圧器による中性点接地を施して地 加は，系統内の各継電器に対し表1のような功罪を伴
絡電流の帰路を賦与しておき，各継電器の動作限時を うことになるo
端末に到るほど短時間に設定すれば，一応的確に故障
区域を最小限に限定した選択遮断を実現し得るように |自域継電器|他域継電器
できている訳であるo
最近のケープル使用による，対地静電容量にもとず
く充電電流の無視できない大巾な存在は，この選択性
を烏有に帰せしむるもので，もはや地絡検出方式を別
途のものに改めねばならぬ時点に来ているとも見受け
られるのであるo
零相回路にて扱えば図2のごとくなり，白域内に敷
設せるケーブルの静電容量による CRの増加は，自域
内の地絡事故時の白域継電器動作には積極的な寄与を
せず，それのみならず白域外の地域における地絡事故
に対して自域継電器の動作を積極的にうながす誤まれ
る結果を招くこととなってしまう o
このことは反面において，他のフィーダの地絡事故
に際L，そのフィーダの継電器動作に対しては白域内
のケープルが正当動作を促進させ役立つているわけで
あるが，その効用は白域継電器動作を誤らしめつつの
ことであるから警戒を要する。
以上の吟味からも判る通り架空線路の静電容量の増
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表 1 地絡事故における継電器の動作状況
したがって，この場合は本来の接地変圧器併用によ
る図3のような方向選択性地絡保護継電方式に戻るこ
とが必要となっているわけである D この方式によれ
ば，該地絡保護継電器専用の接地変圧器を受電端毎に
設備するということの重複や多重接地に因る派生的問
題等が懸念されるので，これに代る無難な代案が望ま
零相変流器
接地変圧器
図3 接地変圧器使用による方向性
地絡保護継電方式
れるo本報では，つぎのごとくして対策の手が打てる
ことを明らかにしているo
3 対 策
普通ZCTを用いる地点は，給電事業者から自家用
施設者に受入れられる責任分解点とか，母線からの多
数のフィーダに分岐しているそれぞれのフィーダ分岐
点であることが多し、。したがって取引用積算電力計に
使われる普通の三相電位変成器 (PT)がすでに設置
されているわけであるから，その電圧を流用すること
によって目的を達することが可能になってくるのであ
るD
構成ならびにその動作ベクトル図は図4に示すごと
くである O 白域内でのa線地絡により零相電圧白。が
現われ，それにもとづき I0'なる 900進んだ充電電流
が流れるのをZCTが検知する O それと線開電圧 VbC
とが組合されている a-継電器要素が，力率角大略00
零相変流器
??
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で積極的な動作トルクを生じて正転L，該継電器を動
作させる。他の守caや守abと組合されてる b-継電器
要素や c-継電器要素は力率角大略士600 の逆転トノレ
クを生じそれは回転が制止されて不動作に終る。か
くて a-継電器要素だけの動作となり強力なトルクの
下に的確に動作させうると共に，地絡事故線の執れで
あるかも識別することが同時に可能となるo
一方他域における地絡事故の場合は， ZCTを流れ
る充電電流 Ioは白域ケーブルの対地静電容量を対象
にしたものとなり，上記の i0 'と反対の向きに流れる
ので，こんどは a-継電器要素は逆転となり， b-継電
器要素と c-継電器要素が正転動作を行なうことにな
るO この場合は，地絡事故が自域内にないのであるか
ら遮断動作にはいってはし、けなし、。したがって二重動
作は読み捨てにする判読回路が必要であるo
その方式には2つ考えられ 1つは3つの継電器要
素が持っている接点の組合せで実現する方式であるo
図4に添記してあるA接点構成はその一例であるo
継電器要素 1個だけの動作では遮断回路が閉じられ
るが，継電器要素2個動作では遮断回路が閉じられな
L 、。この場合2個動作の不揃による一時的継電器要素
1個だけの動作状態時に早まった誤動作遮断を招く懸
念がありうるo しかし，遮断器トリップ回路の時定数
が大きしかっ，継電器トルクが強力なので，在来の
接地継電器の場合のごとく高感度始動に依存していな
い。したがって，過敏にならずして着実な動作が期待
できるので，遮断器の早まった誤動作というのは未然
に防ぎうる。
." 
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こ警報のみの回路へ
図4 線開電圧を代用した地絡保護継電方式の構成ならびにその動作ベクトル図
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図5 リアクタンス継電器の特性
もう 1つの読み分けは， リアクタンス継電器方式を
転用することである口リアクタンス継電器の特性は図
5のごとく成らしめ得るから，正方向小力率角の時の
みの動作を取出すことが可能となり，目的を果すこと
ヵ:で、きるに至リる。
以上の地絡方向検出ならびに地絡線の識別方式は地
絡線強制接地方式における検出法としても役立ちうる
ものであるo
従来の接地変圧器との組合せでは，地絡零相回路の
有効電力で継電器を駆動しているので，とかく駆動力
不足になり勝なのを移相や高感度で、救っている状態で
あるが，この方式では無効地絡電流そのものをもって
直接継電器駆動力を発揮させておれまた零相電圧の
ように事故条件によって消長する恐れなき，線開電圧
を相手どって駆動力を確保している点で、本質的に異っ
ている。
この方式は従来のZCTだけの地絡継電方式の代案
たるに止まらず，接地変圧器併用の本格的方向選択性
地絡継電方式に対しても，動作が強力化されており，
かつ確実性を増強している点で一歩の優位を占める性
能を得るに到ったものと考えられるO
なお，この事故回避策を追及してゆくに際して痛感
されることは，配電系統の端末側からケーブル化が実
現してきでいると，幹線部分に大巾な充電電流が行き
交うこととなり，通信系えの誘導障害が深刻化する懸
念を苧んできていることであるo事情がゆるすかぎり
幹線部分の方から先にケープル化の実現を計るとか，
逸速く通信線もケーブ‘ル化に徹することが必要である
と思われる。
この見地から，さらに配電線系統の電源地点にかな
り大容量の対地コンデンサを設置すれば，単にそれだ
けでそれに対する充電電流により地絡事故を起したフ
ィーダの地絡過電流継電器を積極的に動作させること
が可能となってくる。したがって対地静容量の増大を
許すとすれば，単に他域・自域の対地静電容量比を大
きくとるということだけで，従来のZCTの誤動作を
回避する対策となり得ると考えられるo場合によって
は特に対地コンデンサを設置するまでもなく上述の条
件を満足していることも有り得ょう o
一般に対地コンデンサというのは，その充電電流の
ために地絡電流を強化してしまうので，たとえ地絡検
出遮断を有効ならしめ得たとしても他方自然消弧は困
難化する方向に追いやるものであることは，心しなけ
ればならない口
以上の考察において，地絡が直列高抵抗状態の場合
は吟味していないが，執れの検出方式にしても一般に
継電器動作トルクが抵抗値増大と共に減衰してくるo
本報の方式にしてもそれは免れ得なし、。併し本報の方
式にて特に不利な事態に陥るということはないと考え
ている口
4結び
以上にて提起された問題点の解析と，その対策につ
いて考察した。
まず当北陸地区の湿った積雪とL、う悪条件下に生じ
た，地絡継電器の頻繁な動作ではあるが，事態解析の
結果は，絶縁不良によるものではなく従来無視されて
いた対地静電容量の充電電流の増大に基づく誤動作で
あることが判明した。その対策として線開電圧に照合
する新しい方向選択性地絡継電方式その他を提案して
いるoその結果は在来の本格的な方向選択性地絡継電
方式にも優る特徴を実現できる可能性を明らかにする
に到った。
配電線路の地下ケープ、ル化に伴う対地静電容量の増
大について，地絡事故検出の面からも顧慮されねばな
らぬことを指摘している。
(昭和45年10月15日受理)
